大事なお知らせです。施設長さまは必ず通読してください。東京都社会福祉協議会
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Eメール        keieisoudan@tcsw.tvac.or.jp
社会福祉法人への地方税課税問題について
現在、東京都内老人福祉施設において、平成11年11月16日付「11主資計第249号、東京都主税局長通知」（全文は東社協Ｈ・Ｐ掲載）の運用をめぐって、様々な問題が生じています。そもそも本通知は、少子高齢社会の到来に際して高齢者施設と保育所についてその整備を促進する趣旨から非課税要件の判定時期を弾力化する通知です。

本来固定資産税を非課税とするためには、賦課期日（１月１日）において、非課税要件を満たしていなければならないが、社会福祉施設は、その建設に係る事情から４月１日の事業開始が多いため、通常の取扱いでは事業開始年においては建設用地の固定資産税が非課税となりません。そこで賦課期日前に事業開始することが困難であること等の社会福祉施設の特殊性を考慮して、「賦課期日を過ぎて老人福祉施設等の用に供された固定資産に係る固定資産税及び都市計画税について、新たに減免」制度を設けるとしたものです。
当該減免対象となる固定資産は、同通知において「１の（１）に掲げる施設等（社会福祉事業）の運営上直接必要な土地、家屋及び償却資産をいう。」とした上で、その具体例を別表（後記参照）として例示列挙しています。
ところが最近、当該例示列挙を、使用実態等に基づき判断することと本通知に注記されているにもかかわらずあたかも限定列挙であるかのような判断をし、当該例示列挙に明示されていない項目（職員用食堂、職員専用便所、職員用更衣室、職員用シャワー室等）は、課税対象であるとの都税事務所の更正がなされている事例が生じています。
「運営上直接必要」の判断にあたっては、すくなくとも、社会福祉施設として認可面積に含まれているものは、名称の如何を問わず当然に利用者処遇上、直接必要なものであり、減免及び非課税範囲に含まれると解すべきであります。地方税法第348条及び同施行令第49条の12第2項以降における非課税要件には社会福祉法人が設置する「社会福祉施設の用に供する固定資産」が列挙されています（「直接その用に供する」との文言がありません）。
今回の件が、さらに緊急かつ重大な点は、今回問題となった社会福祉法人の場合、既に事業が開始されており非課税とされてきた固定資産（土地・建物・償却資産）についても新たに課税とする決定がなされた点であります。

今後、この課税問題は、都内老人福祉施設に留まらず、都内保育園、支援費施設、措置施設に対しても生じる可能性があることに鑑み、東社協として東京都福祉保健局と協議をすすめ、問題の抜本的解決を図っていくこととしていますが、当面これ以上課税決定が広がらぬよう、下記の対応を緊急に各社会福祉法人においてとられるよう要請いたします。

記

１　Ａ都税事務所からＢ社会福祉法人への課税文書通知に「非課税の対象にはならない部分」とは以下のものであるとの記載があるので、図面及び建物表示上にこれらの名称が使用されている部分について運営上の必要性が解る表示にする等の処置をとるとともに運営に必要である実態を詳細かつ具体的に説明することが重要です。

なお、以下の「非課税とはならない部分」は固定資産税が課税されるとともに、当該名称の場所に配置された償却資産についても償却資産税が課税されることにご注意ください。緊急に見直しと実態を反映した適切な表示変更をお願い申し上げます。

「職員用調理室、職員用食堂、職員用浴室、職員用更衣室、職員専用便所、職員用福利厚生室、図書館、会議室、売店、車庫、福祉施設以外の倉庫、その他福祉施設以外の用に使用する部分」

２　老人福祉施設等に係る減免対象資産の具体例（平成１１年１１月１６日付「１１主資計第２４９号、東京都主税局長通知別紙」（主税局通知全文は、東社協ホームページ⇒事業案内⇒経営相談事業⇒１１主資計第２４９号）
	施設又は事業
	減免対象資産の具体例

	養　護　老　人　ﾎｰﾑ
	居室、静養室、食堂、集会室、浴室、洗面所、便所、医務室、調理室、事務室、宿直室、介護職員室、面接室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室、霊安室

	特別養護老人ﾎｰﾑ
	居室、静養室、食堂、浴室、洗面所、便所、医務室、調理室、事務室、宿直室、介護職員室、看護職員室、機能訓練室、面接室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室、介護材料室、霊安室

	老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業
	事務室、相談室、浴室、食堂、厨房、作業及び機能訓練室、介護者教育室、休養室、便所

	老人短期入所施設

老人短期入所事業
	居室、静養室、食堂、浴室、洗面所、便所、医務室、調理室、事務室、宿直室、寮母室、看護師室、機能回復訓練室、面接室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室、介護材料室

	軽　費　老　人　ﾎｰﾑ
	居室、応接室（又は相談室）、静養室、医務室、集会室（又は娯楽室）、食堂、炊事室、洗面所、浴室、洗濯室、便所、事務室、宿直室、消火設備、避難設備及び避難空地

	老人介護支援ｾﾝﾀｰ
	事務室、相談室、会議室、福祉用具の展示のための空間

	老人居宅介護等事業
	事務室、ホームヘルパーステーション、相談室

	痴呆対応型老人

共同生活援助事業
	居室、居間・食堂、浴室、台所、便所、洗濯家事室、職員室

	保　　育　　所
	乳児室又はほふく室、医務室、調理室、便所、保育室又は遊戯室、屋外遊戯場


３　前記「減免対象資産の具体例」をふまえた名称変更例示
	現状（表示変更が必要なもの）
	　　変更後名称案
	説　　明

	職員用調理室
	第２調理室
	夜勤・宿直準備室
	夜勤・宿直勤務前、同明け、同途中での職員の摂水・摂食はサービス提供上不可欠

	職員用食堂
	第２食堂
	
	

	職員用浴室、職員用更衣室、

職員シャワー室
	サービス準備室、

感染等防止対策室
	感染防止等及び利用者の排泄物、血液等の処理・対応のために必要不可欠

	職員用福利厚生室、
職員休憩室
	介護職員室
	仮眠等宿直室と同様に使用している実態がある

	職員専用トイレ
	感染等防止対策室
	感染等防止等利用者サービス提供上不可欠

	図書館、会議室、売店、車庫、倉庫、談話室、ボランティア室、実習生室、下駄箱、自転車置場
	集会室、面接室、利用者サービス準備室、日用品調達コーナー又は表示しない
	利用者・家族の方も当然に使用しているのが実態である



以上
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